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１ ごみ処理原価の考え方 

 

（１）ごみ処理原価とは？ 

 ごみ処理原価とは，一言で言えば「ごみの処理にかかった費用」のことである。 

 

 

 

（２）基本的な考え方 

単年度の環境局の経費は，大きくは次の１０項目に分かれる。 

 

環境総務費 
人件費，普及啓発や計画策定等に係る経費など，環境行政全般

に関わる費用 

公害対策費 
大気汚染・水質汚濁・騒音振動・悪臭等の公害対策などに関わ

る費用 

ごみ処理事業費 ごみの収集作業や再資源化，まちの美化推進などに関わる費用 

クリーンセンター運営費 
クリーンセンターで使用する薬品や消耗品等の購入，施設の保

守管理，焼却残灰の運搬などに関わる費用 

埋立管理費 
埋立処分地で使用する薬品や消耗品等の購入，施設の保守管理

などに関わる費用 

ふん尿処理事業費 し尿の収集作業，公衆便所の維持管理などに関わる費用 

機材管理費 ごみ収集車両等の維持管理などに関わる費用 

環境施設営繕費 まち美化事務所やクリーンセンター等の整備などに関わる費用 

環境車両整備費 車両の購入に関わる費用 

ごみ埋立地整備事業費 埋立処分地の施設整備などに関わる費用 

 

このうち，ごみの処理と直接関係のない公害対策費とふん尿処理事業費は，ごみ処理

原価の算定から外す。 

 また，環境施設営繕費のうち施設建設費など額の大きなもの及び環境車両整備費は，

そのまま原価として算入するのではなく減価償却費（※）として計算する。 

 

 

 

 

※減価償却費 

  クリーンセンターなどの施設を建設する際の費用については，建設中の年

度に経費が集中し，そのままその年度の費用として計算すると前後の年度の

経費と大きな差が生じる。それでは長期的な経費比較が難しくなるうえ，手

数料の算定根拠としても使用しにくくなるため，そうした費用については減

価償却の考え方により各年度に均等に割り振ることとしている。 
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施設建設費用

…

【減価償却費の考え方】

施設建設費用を施設の耐用年数で
割り，その額を耐用年数の間各年
度の費用として算入する 

…

 なお，本市では，耐用年数を次のように設定している。 

事務所等（鉄筋コンクリート造） ５０年 

クリーンセンター ２０年（大規模改修で＋１０年） 

埋立処分地 １６年 

車両 ５年 

 

 

 

 

また，起債利子償還額（施設整備の際に発行した市債の利子を返した額）は，環境局

の経費として処理されていないが，ごみ処理に関わりのあるものであることから，原価

として算入する。 
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 一方，原価に算入する経費項目に含まれるものの中でも，次のような経費は計算から

除外する。 

 

 除外理由 

余熱利用施設等関連経費 ごみの処理そのものに関わる経費ではないため。 

地球温暖化防止対策関連経費 大局的に見ればごみ処理とも関連付けられるが，やはり

ごみの処理そのものに関わる経費ではないため。 

土地購入費用 

 

本来は減価償却の対象になり得るが，土地の価値は減少

しないとの考え方により，計算から除外している。ただ

し，埋立処分地については，土地そのものが埋立予定年

数を耐用年数とする施設となっていることから，減価償

却の対象としている。 

産業廃棄物指導関連経費 一般廃棄物処理に関する経費ではないため。 

 

 このような経費を除外した後の各経費，減価償却費，起債利子償還額を合計したもの

が，その年度のごみ処理原価である。 

 

 

【人件費】 【物件費】 【計算から除外するもの】
【減価償却費】 

余熱利用施設等関連経費環境総務費のうち物件費環境総務費のうち

人件費（給与，賞

与，共済費など） 

建物 地球温暖化防止対策関連経費ごみ処理費 
【起債利子償還額】

土地購入費用機材管理費 車両 

産業廃棄物指導関連経費施設営繕費 

年度ごとの決算に

出てこないもの 
年度ごとの決算に出てくるもの

【人件費】 【物件費】 【減価償却費】 【起債利子償還額】 【計算から除外するもの】

これらの合計をその年度の原価としている 
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（３）部門分け 

 本市では，ごみ処理原価を更に「収集運搬」「焼却」「破砕」「再資源化」「埋立」の５

部門に分けている。その手順としては次のとおり。 

 

①各部門の人員・車両数の算出 

  ５部門それぞれの人員数と車両数を算出する。これは，人件費の算出や，物件費・

減価償却費・起債利子償還額の割り振りに必要となるためである。 

人員数は，次のような考え方で各部門へ振り分ける。 

 

 
 

まち美化事務所職員

クリーンセンター炉室従事職員

収集運搬部門 

焼却部門 

ア 現場人員の割り振り 

【例】 

まち美化推進課職員

環境総務課職員

収集運搬部門 

焼却部門 

イ 管理人員等の割り振り

【例１：業務内容上，振り分け先が単一部門に特定できる部署】 

収集運搬部門 

破砕部門 

再資源化部門 

埋立部門 

【例２：業務内容上，単一部門への振り分けが適当でない部署】 

アで算出した現場人員比で
各部門に按分 
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  車両数についても，考え方は「イ 管理人員等の割り振り」と同様。 

②費用の算出 

所ごとの１人当たり人件費を算出し，それに人員数を掛けて各部門

の

  それぞれの費目の目的を見ながら，各部門に振り分けて加算していく。 

 

 

 

パッカー車

連絡車

収集運搬部門 

【例１：性質上，振り分け先が単一部門に特定できる車両】 

収集運搬部門 

焼却部門 

破砕部門 

再資源化部門 

埋立部門 

【例２：性質上，単一部門への振り分けが適当でない車両】 

人員比で各部門に按分 

ア 人件費 

本庁及び事業

人件費を算出する。 

イ 物件費 

  考え方は人員・車両数を算出する際と同様である。 

大型ごみ収集委託料

ごみ減量関連の普及啓発経費

収集運搬部門 

【例１：内容上，振り分け先が単一部門に特定できる経費】 

収集運搬部門 

焼却部門 

破砕部門 

再資源化部門 

埋立部門 

【例２：内容上，単一部門への振り分けが適当でない経費】 

人員比で各部門に按分 
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  また，家庭ごみと資源ごみは，同一人員・同一機材で収集しており，コストの明

確な区分けができないという考え方から，収集運搬の原価はごみ全体に係るものと

して算

ウ 減価償却費・起債利子償還額 

   各部門への割り振りは，物件費と同様，それぞれの事業内容により判断して行う。

なお，機材整備担当施設の建設・整備費用に係る減価償却費及び起債利子償還額に

ついては車両比により，そのほか複数の部門にまたがると考えられる費用に係る減

価償却費及び起債利子償還額については人員比により，それぞれ按分する。 

 

 

 

（４）手数料額算定基礎原価の算出 

 手数料額算定に当たり基礎とする原価は，ここから更に次のような手順により算出す

る。 

 

①クリーンセンター 

 

量

を

 

出している。 

 焼却部門及び破砕部門の原価と，焼却残灰埋立経費（埋立部門の原価に（焼却残灰

÷埋立処分量）を掛けた額）とを合算し，そこから国庫補助・発電収入などの歳入

差し引く。 

焼却部門原価 破砕部門原価

焼却残灰埋立経費

（埋立部門原価×（焼却残

灰量÷埋立処分量）） 

歳入を差し引かない原価 

手数料算定額基礎原価 

歳入分 

（国庫補助・発
電収入など）
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②埋立処分地 

  埋立部門の原価から国庫補助額を差し引く。 

 

 

 

（５）直接費と間接費の考え方 

 以上見てきた処理原価については，ごみ処理の現場に直接関わる経費であ 費」，

間接的に関わる経費である「間接費」に分けることができる。その概要は次のとおり。 

 

埋立部門原価 

手数料算定額基礎原価 
歳入分 

（国庫補助）

る「直接

クリーンセンター  直接費  人 件 費（現場職員の給与） 

持管理経費（光熱水費，燃料費，薬品費等））                物 件 費（工場維

 

          間接費  人 件 費（本庁職員の給与等） 

               物 件 費（事務所運営経費，啓発費用等） 

               減価償却費（車両，建物） 

               起債利子償還額（車両，建物） 

 

 

埋立  直接費  人 件 費（現場職員の給与） 

         物 件 費（埋立地維持管理経費（覆土，排水処理管理費等）） 

 

    間接費  人 件 費（本庁職員の給与等） 

         物 件 費（事務所運営経費，啓発費用等） 

         減価償却費（車両，建物） 

         起債利子償還額（車両，建物） 
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２ ごみ処理原価の状況 

 

（１）ごみ処理原価の推移 

 

 歳入分を除いていないごみ処理原価の推移を下に示す。 

 収集・運搬部門は４年間通して減少傾向にあり，埋立部門も１２年度の東部山間埋立

処分地の供用開始 り増加して以降は，同じく減少傾向にある。 

である。焼却部

対策，

備，再資源化処理部門

装の分別収集に向けた整

に関する費用の増加などが要因と考えられる。 

によ

 一方，焼却部門，破砕部門及び再資源化処理部門はおおむね増加傾向

門については東北部クリーンセンターの整備や各クリーンセンターのダイオキシン

破砕部門については焼却部門と同様東北部クリーンセンターの整

については廃食用油回収の拡大やその他プラスチック製容器包

備

 

 

 

 

 

 

 

 
（百万円）

計 36,307 計 35,419 計 36,122
計 36,715 

 

 4,613

 

 

 

 

 

 

14,667 15,451 16,57620,000 破砕

 

 

 

 

 

13,178 12,735 12,234 12,070

10,000

15,000

16,595

1,159

1,628
2,090

1,956

5,621
5,477

5,236

877870768
762

0

5,000

25,000

30,000

35,000

40,000

11年度 12年度 13年度 14年度

再資源化処理

埋立

焼却

収集・運搬
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（

①クリーンセンター搬入手数料額算定基礎原価 

 クリーンセンター搬入手数料額算定基礎原価は，ごみ処理原価のうち焼却部門，破

砕部門及び埋立部門の一部（焼却残灰埋立分）を合算し，そこから歳入分を差し引い

たものである。 

 

収集・運搬   破  砕    焼  却    埋  立 

        

 

 

 

 

 

 ア 全体的な経費の推移 

２）持込ごみ手数料改定に係るごみ処理原価の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 0

 

3,886

2,439
直

費4,284 4,165 4,334

1,808 2,310
2,596

2,130
1,972

1,734

1,583

1,595

1,611

7,302 6,779

10,000

接
 

　

7,164

7,378

1,072
928

1,623

1,189 1,429

1,753

2,000

6,000

8,000

12,000

16,000

18,000

20,000

11年度 12年度 13年度 14年度

起債利子

減価償却費

物件費

人件費

物件費

（百万円）

計 17,641 計 17,727

計 19,176
計 18,520

4,000  
接
 人件費

間
 
　
　
　

　

　
費

14,000
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 イ トン当たり原価の推移 

  ここで言う「トン当たり原価」は，焼却部門・破砕部門の原価の合計を焼却量で

割った額と，ごみ１トンを焼却したときの残灰埋立経費との合計である。 

15,422 14,719

16,800
18,028

15,000

20,000

25,000

30,000

間接費

直接費

（円／ｔ）

計 23,556
計 23,189

計 26,308
計 27,379
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 0

8,134 8,470
9,508 9,3515,000

10,000

11年度 12年度 13年度 14年度

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



②埋立処分地搬入手数料額算定基礎原価 

 埋立処分地搬入手数料額算定基礎原価は，ごみ処理原価のうち埋立部門から国庫補

助額を差し引いたものである。 

 

収集・運搬   破  砕    焼  却    埋  立 

        

 

 

 ア 全体的な経費の推移 
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322 412 376 331

354

691

500 直接費物件費

769 766

2,281

2,565
　
　

2,567
2,572

922

992
949

835

65

131
52 人件費 50

16

23

38
27

0

1,000

1,500

2, 00

2,500

3,

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

11年度 12年度 13年度 14年度

間
　
　
　
　
接

　
　
費

（百万円）

起債利子

減価償却費

物件費

人件費

計 3,960

計 4,892

計 4,748 計 4,506

000

0



  イ トン当たり原価の推移 

  ここで言う「トン当たり原価」は，埋立部門の原価を埋立量で割ったものである。  

 

4,207

7,165 7,338 7,702

20,444

22,516 23,164

26,239

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

11年度 12年度 13年度 14年度

間接費

直接費

（円／ｔ）

計 24,651

計 29,681 計 30,502

計 33,941
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（参考）費用項目別の推移 

クリーンセンター 

【人件費】                【物件費】 

【減価償却費】              【起債利子償還額】 

 

 

 

 

 

            【物件費】 

①

 

 0 （百

13  

922
992 949

835

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

11年度 12年度 13年度 14年度

元金残高減少に伴う利子支払額の減少

 0

 0

 0

 

 

 

 

 

4,284 4,165 4,334
3,886

2,130
1,972 1,734

1,583

0

1,000

2,000

3,000

4,00

5,00

6,00

7,00

11年度 12年度 13年度 14年度

間接費
直接費

万円）

計 6,414 計 6,137 計 6,068

計 5,469

 

 ,00

 
,50

 
,00

財政非常事態宣
言に伴う全職員
の給料カット

体制の合理化

1,808
2,310

2,596 2,439

928

1,072

1,595
1,611

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

11年度 12年度 13年度 14年度

間接費
直接費

（百万円）

計 2,736

計 3,382

計 4,191 計 4,050

東北部クリーンセ
ンターの運営費が
旧北部クリーンセ
ンターに比べ上昇

7,302

6,779
7,164

7,378

4 0

4 0

5 0

5 0

6,000

6,500

7,000

7 0

8 0

11年度 12年度 13年度 14年度

（百万円）

各クリーンセン
ターにおけるダイ
オキシン対策等

1,189

1,429

1,753
1,623

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

11年度 12年度 13年度 14年度

（百万円）

東北部クリーン
センター関連分
の計上

東部山間埋立
処分地関連分
の増加
（焼却残灰埋立
経費に関して）

,50

,00

,50

 

②埋立処分地 

 【人件費】    

 00
（百万円）

計 543
900
（百万円） 計 792 計 804

 00

 

 

 

 00

 00

 
0

 

 【減価償却費】            

322

412
376

331

65

131

52

50

1

2

300

400

5

11年度 12年度 13年度 14年度

間接費
直接費

計 387
計 428

計 381

財政非常事態宣
言に伴う全職員
の給料カット

東部山間埋立処分
地供用開始に伴う
体制強化

体制の合理化

6

  【起債利子償還額】 

354

769 766
691

27

3823

16

0

100

200

300

400

500

600

700

800

11年度 12年度 13年度 14年度

間接費
直接費

計 370

計 718

調査委託料や
消耗品購入費
等の削減

東部山間埋立処
分地の管理費が
旧水垂処分地に
比べ上昇

 ,000
（百万円）

1,000 （百万円）

 

 ,00

 

2,281
2,565 2,567 2,572

0

500

1,000

1,500

2 0

2,500

11年度 12年度 13年度 14年度

整備事業
の実施

3



（３）他都市のごみ処理原価との比較 

 

 政令指定都市のうち，事業概要で本市と類似した形でごみ処理原価を公表している都市と本市のごみ処理原価を下表に示す。 

 下表では，他の５都市に比べて本市の原価は各部門とも軒並み高くなっている。

 焼却部門，破砕部門及び埋立部門については，比較的最近施設整備が行われたため，その経費が原価を押

更に焼却部門については，ダイオキシン対策関連の減価償却費等も影響していると思われる。 

・運搬部門を設けていること

けではなく，また原価の公表

 

し上げていると考えられる。

 収集・運搬部門については，仙台市及び千葉市は，ごみ収集の委託が進

から，経費が比較的低く抑えられているものと考えられる。 

 なお，部門設定の仕方や算入経費，歳入控除の考え方など，各都市で原

自体を行っていない都市もあることなどから，厳密な原価の比較は困難である。 

 

 収集・運搬

んでいるうえ，別途資源物の収集

価計算の方法が統一されているわ

処理・処分 焼却 破砕 

,070,337 16,575,634 1,955,832

37,842 24,504 32,396

,316,420 6,383,480 740,803

埋立 計 

,837,357

,001,332

,916,082

,790,750
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総額（千円） 12 5,235,554 35
京都市 

トン当たり原価（円／t） 39,436

総額（千円） 2 560,629 10
仙台市 

トン当たり原価（円／t） 10,315 16,020 19,980 8,602

総額（千円） 5 15,610,019 10,306,063

22,440 22,593

,859,536 7,931,214

23,020 20,608

27,839 14,655

,546,387 5,780,409

31,253 17,070

千葉市 
トン当たり原価（円／t） 

総額（千円） 8 16
川崎市 

トン当たり原価（円／t） 

総額（千円） 
横浜市 

トン当たり原価（円／t） 

総額（千円） 7 2,119,869 15,446,665
広島市 

トン当たり原価（円／t） 20,728

（出典：各都市ごみ処理担当部局事業概要） 

※川崎市及び横浜市の原価は平成１３年



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 料  ７ 度持 手数料改定の基本的 向 】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 ２ １ 年 込 方 性



１ １３年度手数料改定によるごみ減量効果の分析 

 

（１）クリーンセンター 

 

 

①搬入量変化の主な要因 

 ○第三区分の搬入量の減少 

・産廃搬入量を100ｔ／月以下に制限 

・産廃施設，民間一廃リサイクル施設へ搬入する経済的インセンティブ大 

・一回当たり搬入量の小口化（第一，第二区分に移行） 

  ○第一，第二区分の搬入量が微増 

・産廃施設，民間一廃リサイクル施設へ搬入する経済的インセンティブ小（特に第一区分） 

 （可燃物を対象とする産廃施設，民間一廃リサイクル施設料金：１万円／ｔ～） 

・一回当たり搬入量の小口化（第三区分から移行） 

 ○周辺都市からのごみの流入の減少 

・周辺都市との料金の均衡 

②ごみ質調査結果からみたごみ量の変化 

 前回手数料改定前後のクリーンセンターへの搬入量の推移

27,638

 

 

 

 

 

 

(21.9%)(16.2%)0

12年7月～13年6月 13年7月～14年6月

 

 

 

 

 

 

1 

25,726

76,708

(60.8%)
74,920

(47.2%)

21,813

(17.3%)

57,933

(36.5%)

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

　（改　定　前　） 　（改　定　後）

2ｔ超

500㎏超2ｔ以下

500㎏以下

（ｔ）

計158,579 計126,159

 

＜改 定 前 搬 入 量＞ 

建築廃材： 53,300ｔ 

紙  類： 29,100ｔ 

剪 定 枝： 18,100ｔ 

棒・板・箱： 17,600ｔ 

そ の 他： 40,500ｔ 

合  計：158,600ｔ 

＜改 定 後 搬 入 量＞

建築廃材： 39,400ｔ 

紙  類： 24,300ｔ 

剪 定 枝： 17,600ｔ 

棒・板・箱： 15,700ｔ 

そ の 他： 29,100ｔ 

合  計：126,100ｔ 

産廃施設へ 

（焼却，破砕，リサイクル） 

①産廃搬入量 100ｔ／月制限による効果：12,000ｔ 

②料金改定によるインセンティブ：11,500ｔ 

③周辺都市からの流入ごみの減少：1,800ｔ 

※上記数値は，搬入申告書データ，ごみ質調査結果，一廃リサイクル施設処理実績，周辺都市直接搬入ごみ量

の推移から推定している。 

民間一廃リサイクル施設へ 

料金改定によるインセンティブ 

・剪定枝：1,500ｔ 

・紙 類：4,800ｔ 

・棒・板・箱：1,900ｔ 

32,500ｔ 減 少 

剪定枝排出量の増加

（小型焼却炉規制強

化の影響） 

・剪定枝：1,000ｔ

※小型焼却炉規制強化が，剪定枝以外の品目にも

影響を及ぼした可能性があるが，今回は推定でき

なかったので省略している。 

※多量搬入者登録制度により全体的にインセンティブが働

いたと想定できるが，量的な効果までは推定できない。



 
※上記数値は，搬入申告書

2 

（２）埋立処分地 

 ①搬入量変化の主な要因 

 の減少 

月以下に制限 

ティブ大 

 

第三区分から移行） 

 

可能な産廃施設がある 

～８千円，コンクリート・アスファルト片：４千円～７

（２）埋立処分地 

 ①搬入量変化の主な要因 

 の減少 

月以下に制限 

ティブ大 

 

第三区分から移行） 

 

可能な産廃施設がある 

～８千円，コンクリート・アスファルト片：４千円～７

前回手数料改定前後の埋立処分地への搬入量の推移

(　t　)

5,451

(19.0%)
3,369

(8.4%)

16,354

(57.0%)
16,140

(40.0%)

6,886

(24.0%)

20,798

(51.6%)

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

12年7月～13年6月

　（改　定　前）

13年7月～14年6月

　（改　定　後）

3ｔ超

1ｔ超3ｔ以下

1ｔ以下

計40,307

計28,691

 ○第三区分の搬入量 ○第三区分の搬入量

・産廃搬入量を100ｔ／・産廃搬入量を100ｔ／

・産廃施設へ搬入する経済的インセン・産廃施設へ搬入する経済的インセン

・一回当たり搬入量の小口化（第一，第二区分に移行） ・一回当たり搬入量の小口化（第一，第二区分に移行） 

 ○第一，第二区分の搬入量が微増  ○第一，第二区分の搬入量が微増 

・一回当たり搬入量の小口化（・一回当たり搬入量の小口化（

・産廃施設へ搬入する経済的インセンティブ小 ・産廃施設へ搬入する経済的インセンティブ小 

 ○ごみ質別の要因  ○ごみ質別の要因 

・土砂，コンクリート・アスファルト片 ・土砂，コンクリート・アスファルト片 

分別すれば比較的安価で受入分別すれば比較的安価で受入

（土砂（残土）：数千円（土砂（残土）：数千円

千円） 千円） 

⇒経済的インセ

 ②ごみ質調査結果からみたごみ量の変化 

⇒経済的インセ

 ②ごみ質調査結果からみたごみ量の変化 

＞ 

ｔ 

ト片 

 

ｔ 

ード） 

 

合 計 ：40,300ｔ 

産廃施設へ 

（破砕，埋立，リサイク

①産廃搬入量100ｔ／月

②料金改定によるインセン

データ，ごみ質調査結果から推定している。 

11,600ｔ 減 少 

ンティブ大 ンティブ大 

＜改 定 前 搬 入 量 ＜改 定 後 搬 入 量＞ 

 

ト片 

 

ｔ 

ード） 

 

合 計 ：28,700ｔ 

※多量搬入者登録制度により全体的にインセンティブが働

いたと想定できるが，量的な効果までは推定できない。

土  砂： 12,200 土  砂： 6,100ｔ

コンクリート・アスファル コンクリート・アスファル

 ： 7,200ｔ ： 4,300ｔ

陶磁器類： 3,700 陶磁器類： 3,300

その他（主に石膏ボ その他（主に石膏ボ

：17,200ｔ ：15,000ｔ

ル） 

制限による効果：4,500ｔ 

ティブ：7,100ｔ 



 

 

２ 手数料改定の基本的考え方（案） 

 

目 境への負荷を低減するとともに，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標：ごみ減量・リサイ 進 ごみ処理に を抑

市税を市民の安らぎ やぎのあ ち のため

民間 況に

な リ 誘

図 う視働かすための仕組みづく

りの視点 
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る
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と
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導

環

し

を

るま に

状

イ

点

 

現行の 

処理手数料 

将来の 

処理手数料

 

他都市からのごみの流

入など不適正な搬入を

防止するとい 視点  

産業廃棄物については，

者責任の徹底の観点からよ

り厳しい持込制限をすると

排出

いう視点 
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２ 手数料改定の基本的考え方（案）

京都は内陸都市であり，

貴重な埋立処分地を可

能な限り延命化すると

いう視点 

不

法

投

棄

監

視

の

強

化 

ごみ減量に向けて更なる

経済的インセンティブを

う
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３ １７年度手数料改定の方向性（案） 

 

 現状と課題 

一般廃棄物， ・処理手数料の根拠法令が異なる一廃（地方自治法第227条）

方向性（案） 

産業廃棄物の と産廃（廃棄物処理法第 13 条：原価徴収を規定）に，別の

ることは，現場での一

とから現状では困難。

申告制にし，排出現場

廃，産廃の判断をするなどの対応策が考えられるが，そうし

た管理体制を短期間に確立することも困難。 

・現状の枠組みの中で産廃に対してより高い料金を設定 

産廃搬入者がほとんどを占める埋立処分地について，小口

の一廃搬入者に配慮しながら，全体的に料金を高く設定 

ターでは，一廃・産廃の判別が困難であるが，

今後，長期的な視点に立って，管理体制も含めて一廃，産廃を

区別化できる枠組を検討 

などの対応が考えられる。 

区別化 
料金システムを採用す

な判断ができないこ

・ごみの搬入を事前

廃，産廃の明確

 

を確認のうえ，一

・クリーンセン

原価主義，累進制 ・顕著なご をもたらしたが，結果 の小

口化が進み，最も手数料額の高い第３区分の搬入量が減少 

・処理原価は，前回改定時の算定基礎となった 原価

と比較して，現状（平成14年度）で上昇。 

 可燃ご ／ｔ上昇，不燃ごみ：約  

・第 3 1

区分及び第2区分では手数料額をそれより低く設定している

ため，全体で見た場合，相応の手数料を徴収できていない。 

・各手数料区分範囲を変更し少量搬入側へシフト 

・原価主義の導入促進については，今回の原 大きい

ことから，激変緩和のため前回改定時と同様 直接費

＋間接費／２）で原価上昇分を手数料額に反映 

などの対応が考えられる。 

み減量効果

み：約4,000円

区分に原価主義の考え方を導入しているものの，第

として搬入

11 年度

9,000円／ｔ上昇

価上昇幅が

の考え方（

止を徹底す

ついての管

多量搬入者登録制度， ・

産業廃棄物の搬入制限 

（月 100ｔ以下） 

制度を導入した平成13年度夏以降，多量搬入者数， 0

ｔを超える搬入者数ともに減少。 

・多量搬入 対象者による搬入量は 割

をカバーしている。 

・多

  排出者責任の意識付け，不適正搬入の防 るため

にも，現状の管理体制の継続または，産廃に 理体

制の強化などが考えられる。 

・産廃搬入制限 

  産廃対策強化の方向性を踏まえ，搬入上限を50t 以下に引

月 10

全体の４～５者登録制度

量搬入者登録制度 

き下げることなどの対応が考えられる。 

，交

ある

・ごみの流入を防止するため，

手数料を考慮して手数料を設定

周辺自治体手数料との 

整合 

・周辺自治体と ことから

通網が整備され 入が一部

ものと考えられ

周辺自治体（特に南部地域）の

することなどが考えられる。 

の手数料の整合がとれていない

ている南部地域からのごみの流

る。 
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（参考）同一搬入者による１月間の搬入量別の搬入者数及び搬入量の分布 

 

 

   

 

クリーンセンターにおける分布（平成15年度）

41,878（67.3%）

9,284（11.3%）

8,224（13.2%）

6,225（7.6%）

10,669（17.2%）

31,218（38.0%）

24,594（29.9%）

1,29 2.2（ 1%）
7,360（9.0%）

3,444（4.2

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

者数

%）

搬入 搬入量

100t超

50t超え100t以下

10t超え50t以下

1t超え10t以下

0.5t超え1t以下

0.5t以下

2 ）107（0.2%,5 5件 5（0.0%,100ｔ超0ｔ～100ｔ） 計 62,19 計82,125ｔ

埋立処分地における分布（平成15年度）

2,678（32.6%）

782（3.7%）

1,502（18.3%）

1,164（5.4%）

3,610（44.0%）

11,147（51.9%）

402（4.9%）

7,247（33.7%）

910（4.2%）

239（1.1%）

80%

90%

100%

入者数 搬入量

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

搬

100t超

50t 下超え100t以

10t超え50t以下

1t超え10t以下

0.5t超え1t以下

0.5t以

15（0.2%,50ｔ～

下

計21,489ｔ100ｔ） 計8,209 2（0.件 0%,100ｔ超）



 6 

クリーンセンター（現行と同じ区分）

36,197

(43.3%)
5,395

( 6.5%)

41,926

(50.2%)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0.5t以下 0.5t超2t以下 2t超

計83,5

（ｔ）

埋立処分地（現行と同じ区分）

2,81

(12.0

13,674

(58.0%)

7,075

(30.0%)

0

5,000

10,000

15,000

1t以下 1t超3t以下 3t超

（ｔ）

計23,563

18ｔ

4

%)

t

クリーンセンター（区分引下げ）

17,495

(20.9%)

23,467

( 28.1%)

42,556

(51.0%)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0.3t以下 0.3t超1t以下 1t超

計83,518ｔ

（ｔ）

埋立処分地（区分引下げ）

2,657

(11.3%)

7,074

( 30.0%)
13,832

(58.7%)

0

5,000

10,000

15,000

0.6t以下 0.6t超2t以下 2t超

計23,563ｔ

（ｔ）

４ １７年度手数料改定枠組の減量効果の試算 

（１）１７年度手数料改定枠組の減量効果の試算 

  前項で示した方向性（案）を踏まえ，下表に示す４パターンの手数料改定枠組について，ごみ減量効果を試算した。 

  なお，手数料設定については，第３区分に「直接費＋間接費／２」の原価上昇分を上乗せすることを想定して試算している。ただし，17年度改定時に使用する直近の原価（平成 15年度分）につ

いてはまだ確定していないので，平成14年度原価を使用して試算している。  

 区 分 毎 の 手 数 料 （円） 手数料区分毎のごみ量（平成15年度，ｔ／年） 想定される減量要素 メリット・デメリット 試算結果 

ケ
ー
ス
A 

○区分：現行と同じ  ○手数料：全区分均等に上乗せ 

 

 

 

 

 

 

 

 

ンセンター，埋立 共通＞ 

料の負担感が大きくなる 

ンセンター＞ 

〇 1，第2区分に産廃施設，民間一廃リサイクル

設へのインセンティブが新たに働く 

度周辺自治体との料金均衡が図れる 

● 3区分の搬入量がほとんどないため，2区分で

累進制と同じような状況となる 

分地＞ 

分，同じ割合の改定幅となり，全区分同等に

廃施設へのインセンティブが働く 

⇒ 減量効果：２番 

 C C 埋 立

＜クリー

 ●手数

＜クリー

第

施

○ある程

第

の

＜埋立処

〇全区

産

＜クリー

 ○手数

●第１区

●第２

ほ

＜クリー

●周辺自

第

の

＜クリー

 ●手数

＜クリー

現 状 83,500t 23,600t

改定後 71,800t 19,200t

効 果 △ 11,700t △  4,400t

ケ
ー
ス
B 

○区分：現行と同じ ○手数料：第３区分から傾斜上乗せ 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      

ンセンター，埋立 共通＞ 

料の負担感はほとんど変わらない 

分にはインセンティブが働かない 

，第3区分ともに料金の改定幅が小さくなり，

とんどインセンティブは働かない 

ンセンター＞ 

治体との料金均衡が図れない 

● 3区分の搬入量がほとんどないため，2区分で

累進制と同じような状況となる 

 

⇒ 減量効果：４番 

 C C 埋 立

現 状 83,500t 23,600t

改定後 80,600t 22,800t

効 果 △  2,900t △    800t

ケ
ー
ス
C 

○区分：（クリーンセンター）①区分～0.3t～②区分～1t～③区分

    （ 埋 立 ）①区分～0.6t～②区分～2t～③区分

○手数料：全区分均等に上乗せ 

 

 

 

 

 

 

 

ンセンター，埋立 共通＞ 

料の負担感が大きくなる 

ンセンター＞ 

 ○第 1，第2区分に新たなインセンティブが働く 

○区分引下げにより，現行の第 2 区分後半（1～2

ｔ）に新たに大きなインセンティブが働く 

○３区分の搬入量バランスが是正され，３区分累進

制の効果を保てる 

○ある程度周辺自治体との料金均衡が図れる 

＜埋立処分地＞ 

 ○区分引下げにより，一部の小口一廃搬入者に配慮

しながら，全体的に大きな改定幅となるため，イ

ンセンティブも働く 

 

⇒ 減量効果：１番 

 C C 埋 立

現 状 83,500t 23,600t

改定後 69,100t 14,300t

効 果 △ 14,400t △  9,300t

ケ
ー
ス
D 

○区分：（クリーンセンター）①区分～0.3t～②区分～1t～③区分

    （ 埋 立 ）①区分～0.6t～②区分～2t～③区分

○手数料：第3区分から傾斜上乗せ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜クリーンセンター・埋立共通＞

・産廃搬入量制限の引下げ 

（100t／月⇒50t／月）

・多量搬入者登録制度の 

継続 

 

 

＜クリーンセンター＞ 

・区分変更，手数料変更に

よる産廃施設，民間一廃

リサイクル施設へのイン

センティブ（建設廃材，

剪定枝，棒・板・箱，紙

類） 

・周辺自治体（南部地域）

との手数料均衡による，

流入ごみの減少 

 

 

＜埋立処分地＞ 

・区分変更，手数料変更に

よる産廃施設へのインセ

ンティブ（土砂，コンク

リート・アスファルト，

陶磁器類，その他（主に

石膏ボード）） 

 

※いずれも小口化の影響ま

では推定できなかったの

で，今回は考慮していな

い。 

＜クリーンセンター，埋立 共通＞ 

 ●手数料の負担感がやや大きくなる 

＜クリーンセンター＞ 

○区分引下げにより，現行の第 2 区分後半（1～2

ｔ）に新たに大きなインセンティブが働く 

 ●第 1区分にはインセンティブが働かない 

＜埋立処分地＞ 

 ○第 3区分には区分引下げ効果で，ある程度インセ

ンティブが働く 

●第 1，第2区分にはあまりインセンティブが働か

ない。（第1区分はインセンティブなし） 

 

⇒ 減量効果：３番 

 C C 埋 立

現 状 83,500t 23,600t

改定後 75,700t 20,800t

効 果 △  7,800t △  2,800t

※傾斜上乗せ：第2区分には第3区分上乗せ分の１／２を上乗せ。第1区分には上乗せなし。                     ※ 〇：メリット ， ●：デメリット

クリーンセンター

0.5ｔ以下 0.5ｔ超

2ｔ以下

2ｔ超

上乗分
現行

埋　立

1ｔ以下 1ｔ超

3ｔ以下

3ｔ超

現行 上乗分

クリーンセンター

0.5ｔ以下 0.5ｔ超

2ｔ以下

2ｔ超

上乗分
現行

埋　立

1ｔ以下 1ｔ超

3ｔ以下

3ｔ超

現行 上乗分

クリーンセンター

0.3ｔ以下 0.3ｔ超

1ｔ以下

1ｔ超

上乗分
現行

埋　立

0.6ｔ以下 0.6ｔ超

2ｔ以下

2ｔ超

現行 上乗分

クリーンセンター

0.3ｔ以下 0.3ｔ超

1ｔ以下

1ｔ超

上乗分
現行

埋　立

0.6ｔ以下 0.6ｔ超

2ｔ以下

2ｔ超

現行 上乗分



 

ク
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（２）減量効果試算結果の評価（まとめ） 

  

A

区分：変更なし

手数料：均一上乗せ 

区分：変更なし 区分：引下げ 

手数料：均一上乗せ 

D 

区分：引下げ 

手数料：傾斜上乗せ 

 B 

手数料：傾斜上乗せ 

C 

埋立 CC 埋立 埋立 CC

○ 

※1
× × ◎ 

○ 

※1 

※2 
○ × × ◎ ○ ◎ ○ 

の

への搬

B

3 3

入手数料イ

現行

.5 4

現行

5.0 6.0 7

前回改定

フは，あくまで手数料イメージであり，現行・前回改定前ともに実

評 価 項 目 

CC CC 埋立

小口排出者に対するリサイクル等 

へのインセンティブ 
◎ × × 

大口排出者に対するリサイクル等 

へのインセンティブ 

△ 

累進制効果の持続 

（区分範囲の適正化） 
× △ × △ ○ ○ ○ ○ 

ほどのインセンティブは働か

のままではほとんど

周辺自治体からのごみ流入，流出抑

制効果（料金の均衡） 
○ － × － ○ － ○ － 

手数料の負担感の増加 

（×：大，△：中，○：小） 
× × ○ ○ × × △ △ 

ごみ減量効果 

 
○ ○ × × ◎ ◎ △ △ 

※１ 産廃受皿は比較的料金が高いので，CC（可燃）

※２：第３ 面では十分にインセンティブが働くものの，現状の区分

 

 

 

：

リー

.5 1

埋立（不燃）

ないと考えられる。 

区分に料金

搬入量がないため低い評価としている 

ンセンター

A

C

1.5 2.5

※上のグラ

手数料スケールとは合致しない

（参考）各ケースのごみトン当たりの手数料イメージ 

メージ（円／ｔ）

.5 5 5.5 6 6.5 7 7.5 8

前回改定前

D

2 4
0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

埋立処分地へ

A
B

C

D

の搬入手数料イメージ

.0 8.0 9.0 10.0 11.0

前

           ↑

一回当たり搬入量の最大値

際の

 

           ↑

一回当たり搬入量の最大値

（円／ｔ）



（参考）ごみ減量効果試算方法について 

 

（１）クリーンセンター 

 ① 試算方法 

  ○ 手数料区分別，ごみ質別に減 算  

  ※搬入申告書データ，ごみ質調査結果から推定 

   

○ 考慮する減量要素 

   ■産廃搬入量制限の切下げ（月100ｔ⇒月50ｔ）

量効果を試 する    

3,46

4,487
6,117

1,837

6,7481,807
2,470

2,970

1,238

191

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

枝

他

（ｔ）

計15,688ｔ
18,07

クリーンセンターにおけるごみ質・手数料区分別搬入量（平成15年度）

2,600
1,372 2,002

8
3,708

4,729

3,583

4,796

4,635

1,384

2,756

6,572

690

343
405

672
140

103

5,000

50ｔを超える部分

建築廃材

剪定

紙類

棒・板・箱

その

全区分　計83,518ｔ

計16,232ｔ

計23,854

計 2

計5,395

5,793 4,832 1,070

0

0.3ｔ以下 0.3t超0.5ｔ以下 0.5ｔ超1ｔ以下 1ｔ超2ｔ以下 2ｔ超

A，B⇒       第１区分           第 2区分        第３区分 

C，D⇒   第１区分        第 2区分           第３区分 

 

    ⇒現状月50ｔ超搬入者による搬入量のうち，50ｔを超える部分は全量産廃施

設へ搬入されるので，総搬入量からその分を差引く 

 

■区分変更，手数料変更による産廃施設，民間リサイクル施設へのインセンティブ 

    ⇒・剪定枝，建廃，棒・板・箱，紙類 

・前回改定時の各品目のごみ減量効果を試算し，それを今回改定時の最大

減量効果と仮定する 

に，民間リサイクル施設の

慮し減量効果を推定する 

  

   

・手数料区分別・品目別

幅と前回の改定幅を考

受入料金，手数料改定

 ⇒・建廃以外の産廃 
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      ・前回改定時は大きく減少したと考えられるが，現状産廃焼却施設の容量

がほとんどないので，今回は減量を見込まない 



 

■周辺自治体からの流入ごみの減少 

 ⇒各ケースの平均徴収単価と南部地域の受入手数料とを比較し，前回改定時と

が取れている場合には，以下の減量効果を見込む 

効果 

同等に整合

     前回改定時：総搬入量158,600ｔから1,800ｔの減量

     →今回の改定：総搬入量＝83,500ｔなので，前回と同じ割合で減量すると

仮定して ⇒ 約 1,000ｔの減量効果 

 

 ※なお，小口化の影響については推定できなかったので今回は考慮していない。 

 

 

② 試算結果 

 

図 減量効果の最も大きかったケースCのごみ量の内訳 

 

＜平成15年度 搬 入 量＞ 

建築廃材： 10,700ｔ 

紙  類： 21,400ｔ 

剪 定 枝： 18,200ｔ 

棒・板・箱： 16,600ｔ 

そ の 他： 16,600ｔ 

合  計： 83,500ｔ 

＜改 定 後 搬 入 量＞

建築廃材：  6,000ｔ 

紙  類： 17,900ｔ 

剪 定 枝： 15,800ｔ 

棒・板・箱： 13,800ｔ 

そ の 他： 15,600ｔ 

合  計： 69,100ｔ 

産廃施設へ 

（焼却，破砕，リサイクル） 

①産廃搬入量 50ｔ／月制限による効果：1,800ｔ 

②手数料改定によるインセンティブ：2,900ｔ 

③周辺都市からの流入ごみの減少：1,000ｔ 

民間一廃リサイクル施設へ 

手数料改定によるインセンティブ 

・剪定枝：2,400ｔ 

・棒・板・箱：2,800ｔ 

14,400ｔ 減 少 

・紙 類：3,500ｔ 
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（２）埋立処分

① 試算方法 

  ○ 手数料区分別，ごみ質別に減量効果を試算する     

地 

埋立処分地におけるごみ質・手数料区分別搬入量（平成15年度）

   

○ 考慮する減量要素 

   ■産廃搬入量制限の切下げ（月100ｔ⇒月50ｔ） 

2,656

5,661

2,561

1,692

362

580

383

576 555

337
367346

56

0

1,

2,0

6t超1ｔ以下 1ｔ超2ｔ以下 2ｔ超3ｔ以下 3ｔ超

計2,632 計2,835

A，B⇒       第１区分           第 2区分        第３区分 

C，D⇒   第１区分        第 2区分           第３区分 

4,000

000

6,000

000

8,000

9,000

10,000

    ⇒現状月50ｔ超搬入者による搬入量のうち，50ｔを超える部分は全量産廃施

設へ搬入されるので，総搬入量からその分を差引く 

 

   ■区分変更，料金変更による産廃施設へのインセンティブ 

    ・不燃系産廃施設の料金は，きれいに分別できる場合４～８千と安価であるが，

そうでないものは，受入料金が10,000円／ｔ～20,000円／ｔの埋立，破

砕などの施設に持ち込むこととなり，料金帯に応じたインセンティブ度合い

を推定することは難しいので，単純に料金の改定幅に応じて減量効果を推定

する 

    ・前回改定時の各品目の減量効果を試算し，それを今回改定時の最大減量効果

と仮定し，料金区分別の各品目の料金改定幅と前回の改定幅を考慮し減量効

果を推定する 

   ※なお，小口化の影響については推定できなかったので今回は考慮していない。 

1,598
000

60273,000

1,282

1,228

530 そ

1,129

計9,446
146

7,

5,
6612

511

50ｔを超える部分

土砂

コンクリート・アスファルト

陶磁器類

の他（石膏ボード）

（ｔ）

計4,376 計4,273

全区分　計23,563ｔ

319

00

0.6ｔ以下 0.
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② 試算結果 

 

図 減量効果の最も大きかったケースCのごみ量の内訳 

＜改 定 後 搬 入 量＞

土  砂： 1,600ｔ 

コンクリート・アスファルト片 

： 1,800ｔ 

陶磁器類： 2,000ｔ 

その他（主に石膏ボード）

： 8,900ｔ 

合 計 ：14,300ｔ 

＜平成15年度 搬 入 量＞ 

土  砂： 2,800ｔ 

コンクリート・アスファルト片 

： 3,100ｔ 

陶磁器類： 3,300ｔ 

その他（主に石膏ボード） 

：14,400ｔ 

合 計 ：23,600ｔ 

 

産廃施設へ 

（破砕，埋立，リサイクル） 

①産廃搬入量 50ｔ／月制限による効果：300ｔ 

②手数料改定によるインセンティブ：9,000ｔ 

9,300ｔ 減 少 
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